
新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）交付要綱 

 

令和 7 年３月６日 

府 地 創 第 37 号 

 

（通則） 

第１条 新しい地方経済・生活環境創生交付金制度要綱（令和７年 1 月 31 日付け府

地創第 22 号及び府地事第 41 号内閣府事務次官通知、６農振第 2322 号農林水産事

務次官通知、20250121 財経第１号経済産業事務次官通知、国総政第 45 号国土交通

事務次官通知、環政総発第 2501303 号環境事務次官通知。以下「制度要綱」という。）

第３ １ ３）に定める新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）

（以下「交付金」という。）の交付に関しては、補助金等に係る予算の執行の適正化

に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号。以下「適正化法」という。）、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和 30 年政令第 255 号。以下「適

正化法施行令」という。）その他の法令、制度要綱及び「内閣府における補助金等に

係る財産処分の承認手続等について」（平成 20 年府会 393 号。以下「内閣府通知」

という。）のほか、この要綱に定めるところによるものとする。 

 

（交付の対象及び補助率）  

第２条 地方公共団体（都道府県、市町村（特別区を含む。）又は地方自治法（昭和 22

年法律第 67 号）第 284 条第１項の一部事務組合若しくは広域連合をいう。以下同

じ。）が作成する実施計画に掲げる交付対象事業（制度要綱第６ ３）に規定するも

のに限る。）を交付の対象とする。 

２ 交付対象事業の補助率は、２分の１とする。 

 

（交付申請） 

第３条 適正化法第５条及び適正化法施行令第３条の規定による交付金の交付申請

については、交付金の交付を受けようとする地方公共団体（以下「交付申請者」と

いう。）は、内閣総理大臣（以下「大臣」という。）が別に定める日までに、大臣に

対し、別記様式第１による交付申請書に必要な書類を添付して提出するものとする。 

２ 前項の交付金の交付申請をするに当たって、当該交付金における消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額

のうち、消費税法（昭和 63 年法律第 108 号）の規定により仕入れに係る消費税額

として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）

の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額の金額をいう。）（以下

「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請しなければならない。ただ

し、申請時において消費税等仕入控除税額が明らかでないものについては、この限

りでない。 

 



３ 前２項の場合において、交付申請者が市町村であるときは、都道府県知事を経由

するものとする。 

 

（交付決定） 

第４条 大臣は、前条第１項の規定により交付申請があった場合において、その内容

を審査し、交付金を交付すべきものと認めたときは、適正化法第６条の規定に基づ

き、交付申請者に交付金の交付決定を行うものとする。 

２ 前項の場合において、交付申請者が市町村であるときは、都道府県知事は、交付

申請に係る書類等を審査するとともに、必要に応じて現地調査等を行った上で、審

査等の結果を大臣に報告するものとする。 

 

（交付決定の通知） 

第５条 大臣は、前条第１項の規定により交付金の交付決定を行ったときは、適正化

法第８条の規定に基づき、速やかにその交付決定の内容及びこれに条件を付した場

合にはその条件を、別記様式第２による交付決定通知書により交付申請者に通知す

るものとする。 

２ 前項の場合において、交付申請者が市町村であるときは、都道府県知事が通知す

るものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 適正化法第９条第１項に規定する交付申請の取下げについて、交付決定を受

けた地方公共団体（以下「交付金事業者」という。）は、交付金の交付決定通知を受

けた日から起算して 15 日を経過する日までに、大臣に別記様式第３による申請取

下書を提出するものとする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、第３条第３項の規定

を準用する。 

 

（申請の変更） 

第７条 交付金事業者は、交付金の交付決定の通知を受けた後の事情の変更により、

この交付金申請書の交付申請の内容を変更しようとするときは、あらかじめ別記様

式第４により変更交付申請書を提出するものとする。ただし、交付対象事業の目的

等に関係がない実施計画の細部の変更であると認める場合はこの限りでない。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、第３条第３項の規定

を準用する。 

 

（交付の変更決定） 

第８条 大臣は、前条第１項の規定により交付申請の変更があった場合において、そ

の内容を審査し、交付金を変更交付すべきものと認めたときは、交付金事業者に交



付金の変更交付決定を行うものとする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事は、交

付の変更申請に係る書類等を審査するとともに、必要に応じて現地調査等を行った

上で、審査等の結果を大臣に報告するものとする。 

 

（交付の変更決定の通知） 

第９条 大臣は、前条第１項の規定による交付金の変更交付決定を行ったときは、速

やかにその変更交付決定の内容及びこれに条件を付した場合にはその条件を、別記

様式第５による変更交付決定通知書により交付金事業者に通知するものとする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事が通知

するものとする。 

 

（変更申請の取下げ） 

第 10 条 適正化法第９条第１項に規定する交付申請の取下げについて、変更交付決

定を受けた交付金事業者は、交付金の変更交付決定通知を受けた日から起算して 15

日を経過する日までに、大臣に別記様式第６による変更申請取下書を提出するもの

とする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、第３条第３項の規定

を準用する。 

 

（遂行状況報告） 

第 11 条 交付金事業者は、適正化法第 12 条の規定による遂行状況の報告について、

大臣から要求があった場合は、速やかに別記様式第７による遂行状況報告書を提出

するものとする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事に提出

するものとする。 

 

（交付対象事業の遂行等の命令） 

第 12 条 大臣は、交付対象事業が交付決定の内容又はこれに付した条件に従って遂

行されていないと認めるときは、適正化法第 13 条第１項の規定に基づき、交付金

事業者にその遂行等を命ずることができる。 

２ 大臣は、交付金事業者が前項の命令に違反したときは、適正化法第 13 条第２項

の規定に基づき、交付対象事業の遂行の一時停止を命ずることができる。 

３ 前２項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事は交

付対象事業の遂行等及び一時停止を命ずることができる。 

 

（実績報告） 

第 13 条 交付金事業者は、適正化法第 14 条の規定による実績報告については、交付



対象事業の完了の日から起算して１か月を経過した日又は事業の完了の日が属す

る年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い期日までに、大臣に別記様式第８によ

る実績報告書を提出して行うものとする。 

２ 交付金事業者は、交付対象事業が完了せずに国の会計年度が終了した場合は、交

付金の交付決定をした日の属する会計年度の翌年度の４月 30 日までに年度終了の

実績報告として別記様式第８による実績報告書を大臣に提出しなければならない。 

３ 第３条第２項ただし書に該当する交付金事業者は、第１項の実績報告書を提出す

るに当たって、当該交付金の消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、こ

れを当該交付対象事業の交付対象経費から減額して提出しなければならない。 

４ 第３条第２項ただし書に該当する交付金事業者は、第１項の実績報告書を提出し

た後において、消費税及び地方消費税の申告により当該交付金の消費税等仕入控除

税額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額した交付金事業者につ

いては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を別記様式第９の消費税等仕入

控除税額報告書により速やかに大臣に報告するとともに、これを返還しなければな

らない。 

５ 前４項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事に提

出するものとする。 

 

（交付金の額の確定等） 

第 14 条 大臣は、適正化法第 15 条の規定に基づき、交付対象事業に係る報告書等の

審査を行うとともに、必要に応じて現地調査等を行うものとし、当該報告に係る交

付対象事業の成果が交付金の決定内容及びこれに付した条件に適合すると認めた

ときは、交付すべき交付金の額を確定し、交付金事業者に別記様式第 10 による交

付額確定通知書を通知するものとする。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事は交付

すべき交付金の額を確定し、別記様式第 10 による交付額確定通知書を通知すると

ともに、大臣に別記様式第 11 による交付額確定報告書を提出するものとする。 

 

（交付金の支払） 

第 15 条 大臣は、前条の規定により交付すべき交付金の額を確定した後に、交付金

事業者に対して交付金を支払うものとする。ただし、必要があると認められる場合

は、概算払をすることができるものとする。 

２ 交付金事業者は、前項の規定により交付金の支払を受けようとするときは、別記

様式第 12 による精算払請求書を、前項ただし書の規定により交付金の支払を受け

ようとするときは別記様式第 13 による概算払請求書を官署支出官 内閣府大臣官

房会計課長に提出しなければならない。 

３ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県官署支出官

に提出するものとする。 



 

（是正のための措置） 

第 16 条 大臣は、報告を受けた交付対象事業の成果が交付金の決定内容及びこれに

付した条件に適合しないと認めるときは、適正化法第16条第１項の規定に基づき、

当該交付対象事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを当該交付

金事業者に対して命ずることができる。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事は適合

させるための措置をとるべきことを当該交付金事業者に対して命ずることができ

る。 

 

（交付決定の取消し等） 

第 17 条 大臣は、次に掲げる場合には、適正化法第 10 条第１項、第 17 条第１項及

び第２項の規定に基づき、交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は変更する

ことができる。 

 一 交付金事業者が、適正化法、適正化法施行令又は本要綱に基づく大臣の処分若

しくは指示に違反した場合 

 二 交付金事業者が、交付対象事業に関して不正、怠慢又はその他不適当な行為を

した場合 

 三 交付金事業者が、交付金を交付対象事業以外の用途に使用した場合 

 四 適正化法第２条第５項（同条第４項第１号に係る事務又は事業を除く。）に定

める事業（以下「間接交付金事業」という。）を行う者（以下「間接交付金事業者」

という。）が、間接交付金事業の実施に関し適正化法、又は適正化法施行令に違反

した場合  

 五 間接交付金事業者が、適正化法第２条第４項第１号に定める交付金（以下「間

接交付金」という。）を間接交付金事業以外の用途に使用した場合 

 六 交付の決定後生じた事情の変更等により、交付決定事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合 

２ 大臣は、前項の取消しをした場合において、既に当該取消しに係る部分に対する

交付金が交付されているときは、適正化法第 18 条第１項の規定に基づき、期限を

付して当該交付金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

３ 大臣は、前項の返還を命ずる場合（第１項第４号から６号の場合を除く。）には、

適正化法第 19 条第１項の規定に基づき、その命令に係る交付金を交付金事業者が

受領した日から当該返還命令がなされた日までの期間に応じて年 10.95 パーセン

トの割合で計算した加算金の納付を併せて命ずるものとする。 

４ 大臣は、補助金等の返還を命じ、これを交付金事業者が納期日までに納付しなか

ったときは、適正化法第 19 条第２項の規定に基づき、納期日の翌日から納付の日

までの日数に応じて、その未納付額につき年 10.95 パーセントの割合で計算した延

滞金の納付を命ずるものとする。 



５ 大臣は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、適正

化法第 19 条第３項の規定に基づき、加算金又は延滞金の全部若しくは一部を免除

することができるものとする。 

６ 本条の規定は、交付対象事業について交付すべき交付金の額の確定があった後に

おいても適用があるものとする。 

 

（交付金の返還命令） 

第 18 条 大臣は、交付金事業者に交付すべき交付金の額を確定した場合において、

既にその額を超える交付金が交付されているときは、適正化法第 18 条第２項の規

定に基づき、当該交付金事業者にその額の返還を命じなければならない。 

２ 前項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事が返還

を命じることとする。 

 

（交付金の返還の期限） 

第19条 適正化法第18条第１項及び第２項の規定による交付金の返還の期限につい

ては、返還の命令がなされた日から 20 日以内とする。 

 

（交付金の経理） 

第 20 条 交付金事業者は、交付対象事業の経理について特別の帳簿を備えるととも

に、その内容を証する関係書類を整理し、他の経理と区分して、その収支を明らか

にしておかなければならない。当該特別の帳簿とその内容を証する関係書類は交付

対象事業終了の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 

（交付対象事業の検査等） 

第 21 条 大臣は、交付金に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、

適正化法第 23 条第１項の規定に基づき、交付金事業者に対して報告をさせ、又は

当該職員にその事務所、事業所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、

若しくは関係者に質問させることができる。 

２ 前項の職員は、別記様式第 14 による立入検査等職員身分証票を携帯し、関係者

の要求があるときは、これを提示しなければならない。 

３ 第１項の場合において、交付金事業者が市町村であるときは、都道府県知事が交

付対象事業の検査等を行うものとする。 

 

（間接交付金交付の際付す条件） 

第 22 条 交付金事業者は、間接交付金事業者に間接交付金を交付するときは、第６

条から前条までに準ずる条件及び次の条件を付さなければならない。 

 一 適正化法、適正化法施行令、内閣府通知（２ 納付金の取扱いに係る箇所）、本

要綱に従うべきこと。 



 二 間接交付金事業者が、当該事業によって取得し、又は効用を増加させた財産（以

下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加価格

が 50 万円以上のものについて、交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ交付

金事業者の承認を受けなければならないこと（減価償却資産の耐用年数等に関す

る省令（昭和 40 年大蔵省令第 15 号。以下「減価償却資産省令」という。）に定

められている耐用年数に相当する期間を経過した場合を除く。）。 

 三 交付金事業者が、間接交付金事業者が取得財産等を処分することにより収入が

あると認める場合には、その収入の全部又は一部を交付金事業者に納付させるこ

とがあること。 

 四 間接交付金事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる

管理者の注意をもって管理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的

な運営を図らなければならないこと。 

２ 交付金事業者は、前項により付した条件に基づき承認又は指示をする場合は、あ

らかじめ承認申請書を大臣に提出し、大臣の承認又は指示を受けなければならない。 

３ 交付金事業者は、第 13 条第４項に準じて付した条件及び第１項第３号で付す条

件により間接交付金事業者から交付金事業者に財産処分による納付があったとき

は、当該交付金に相当する額の全部又は一部を国に納付しなければならない。 

 

（交付の条件） 

第 23 条 交付金事業者は、交付対象事業によって取得し、又は効用を増加させた財

産（以下この条において「取得財産等」という。）のうち、取得価格又は効用の増加

価格が 50 万円以上のものについて、交付金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、

交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄しようとするときは、あらかじめ承認申

請書を大臣に提出し、その承認を受けなければならない（減価償却資産省令に定め

られている耐用年数に相当する期間を経過した場合を除く。）。 

２ 交付金事業者が取得財産等を処分することにより収入があると認める場合には、

その収入の全部又は一部を国に納付させることがある。 

３ 交付金事業者は、取得財産等については、事業完了後においても善良なる管理者

の注意をもって管理するとともに、交付金交付の目的に従ってその効率的な運用を

図らなければならない。 

 

（その他必要な事項） 

第 24 条 交付金の交付に関するその他必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則（令和７年３月６日付け府地創第 37 号） 

 この要綱は、令和７年３月６日から施行する。 

 


